
１　　貸　　借　　対　　照　　表

＜開発振興勘定＞ （単位：円）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債

現金及び預金 2,558,484,567 運営費交付金債務（注） 997,244,000

未収金 951,100,357 預り補助金等（注） 13,136,631

未成受託研究 748,859,971 預り寄附金（注） 134,344,127

前払金 5,000 前受受託研究費等 1,271,187,575

立替金 26,006,900 前受金 9,656,456

賞与引当金見返（注） 65,381,261 未払金 1,624,957,467

流動資産合計 4,349,838,056 短期リース債務 8,892,840

未払費用 126,438,498

預り科学研究費補助金（注） 66,178,983

預り金 17,889,192

引当金

賞与引当金 67,824,755

流動負債合計 4,337,750,524

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 Ⅱ　固定負債

建物 19,248,885,437 資産見返負債 1,774,679,776

減価償却累計額 △ 11,922,683,584 7,326,201,853 資産見返運営費交付金（注） 756,757,798

構築物 462,352,678 資産見返施設費（注） 9

減価償却累計額 △ 376,833,945 85,518,733 資産見返補助金等（注） 598,517,116

車両運搬具 57,375,222 資産見返寄附金（注） 389,132,258

減価償却累計額 △ 50,357,558 7,017,664 資産見返物品受贈額（注） 131

工具器具備品　 10,848,832,010 工業所有権仮勘定見返運営費交付金（注） 30,031,737

減価償却累計額 △ 8,350,324,648 2,498,507,362 工業所有権仮勘定見返寄附金（注） 240,727

土地 4,305,953,644 長期リース債務 24,777,720

有形固定資産合計 14,223,199,256 引当金

退職給付引当金 199,759,931

　２　無形固定資産 固定負債合計 1,999,217,427

工業所有権 31,939,110

ソフトウェア 664,240 負債合計 6,336,967,951

電話加入権 1,964,680

工業所有権仮勘定 51,265,508

無形固定資産合計 85,833,538 Ⅰ　資本金

政府出資金 17,843,593,938

　３　投資その他の資産 資本金合計 17,843,593,938

敷金・保証金 45,930,380

退職給付引当金見返（注） 199,759,931 Ⅱ　資本剰余金

投資その他の資産合計 245,690,311 資本剰余金 7,362,807,495

その他行政コスト累計額（注） △ 13,797,379,222

減価償却相当累計額（注） △ 12,362,597,125

固定資産合計 14,554,723,105 除売却差額相当累計額（注） △ 1,434,782,097

資本剰余金合計 △ 6,434,571,727

Ⅲ　利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金（注） 862,533,565

当期未処分利益 296,037,434

(うち当期総利益） (296,037,434)

利益剰余金合計 1,158,570,999

純資産合計 12,567,593,210

資産合計 18,904,561,161 負債純資産合計 18,904,561,161

（注）  これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

（令和５年３月３１日）

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部



（単位：円）

Ⅰ損益計算書上の費用

研究業務費 9,244,365,217

人件費 2,125,722,590

一般管理費 167,453,751

雑損 1,050,557

臨時損失 19,194,208

損益計算書上の費用合計 11,557,786,323

Ⅱその他行政コスト

減価償却相当額（注） 535,645,901

その他行政コスト合計 535,645,901

Ⅲ行政コスト 12,093,432,224

（注）  これは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

2　  行　  政 　  コ 　 ス  　ト　  計    算 　 書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

＜開発振興勘定＞



＜開発振興勘定＞ （単位：円）

経常費用

研究業務費

医薬品等研究費 8,277,607,638

健康・栄養研究費 966,757,579 9,244,365,217

人件費 2,125,722,590

一般管理費 167,453,751

雑損 1,050,557

経常費用合計 11,538,592,115

経常収益

運営費交付金収益（注） 6,824,501,901

受託研究等収益

国又は地方公共団体以外 2,214,788,716 2,214,788,716

補助金等収益（注） 375,825,063

受託事業収入

国又は地方公共団体 537,000,192

国又は地方公共団体以外 36,184,896 573,185,088

寄附金収益（注） 13,820,212

納付金収入 142,092,013

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入（注） 282,792,277

資産見返補助金等戻入（注） 90,856,200

資産見返寄附金戻入（注） 37,005,432 410,653,909

賞与引当金見返に係る収益（注） 65,381,261

退職給付引当金見返に係る収益（注） 44,520,214

物品受贈益 6,201,157

雑益 420,977,616

経常収益合計 11,091,947,150

経常損失 △ 446,644,965

臨時損失

固定資産除却損 19,194,208

臨時損失合計 19,194,208

臨時利益

資産見返運営費交付金戻入（注） 21

資産見返補助金等戻入（注） 2

資産見返寄附金戻入（注） 8

資産見返物品受贈額戻入（注） 6

工業所有権仮勘定見返運営費交付金戻入（注） 11,898,572

工業所有権仮勘定見返寄附金戻入（注） 685,866

臨時利益合計 12,584,475

当期純損失 △ 453,254,698

前中長期目標期間繰越積立金取崩額（注） 749,292,132

当期総利益 296,037,434

（注）  これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

３　損　益　計　算　書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）



<開発振興勘定> （単位：円）

当期首残高 17,843,593,938    6,791,266,168   △11,826,951,224      △1,434,782,097       13,572,301          2,018,668,795        1,288,889,432        -                        14,694,257,313       

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ

固定資産の取得                          571,541,327                                                                △551,345,327                                                          20,196,000             

減価償却                                                △535,645,901                                                                                                                     △535,645,901        

Ⅲ

(1) 利益の処分

前中長期目標期間から
の繰越し

                                                                                                         2,163,171,024      △2,163,171,024                               -                          

利益処分による積立                                                                                                          △13,572,301       1,302,461,733        △1,288,889,432     -                          

国庫納付金の納付                                                                                                                                   △1,157,959,504                               △1,157,959,504     

(2) その他

当期純損失                                                                                                                                                             △453,254,698        △453,254,698      △453,254,698        

前中長期目標期間繰
越積立金取崩額

                                                                                                         △749,292,132                               749,292,132           749,292,132         -                          

当期変動額合計 -                       571,541,327      △535,645,901          -                            848,961,264         △2,018,668,795    △992,851,998        296,037,434         △2,126,664,103     

当期末残高 17,843,593,938    7,362,807,495   △12,362,597,125      △1,434,782,097       862,533,565         -                         296,037,434           296,037,434         12,567,593,210       

（注） これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

除売却差額
相当累計額

（注）

当期未処分
利益

うち当期総利益

資本剰余金の当期変動額

利益剰余金の当期変動額

積立金資本剰余金

４　純 資 産 変 動 計 算 書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金

純資産合計
政府出資金

その他行政コスト累計額（注）

前中長期目標期
間繰越積立金

（注）
減価償却

相当累計額
（注）



  

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

医薬品等研究業務支出 △ 7,392,883,172

健康・栄養研究業務支出 △ 515,005,371

人件費支出 △ 2,183,238,500

その他の業務支出 △ 149,807,726

運営費交付金収入 8,130,790,000

納付金収入 153,597,330

受託事業収入 613,608,275

受託研究等収入 2,416,958,343

受託研究等の精算による返還金の支出 △ 34,129,635

補助金等収入 500,032,000

補助金等の精算による返還金の支出 △ 2,363,000

寄附金収入 20,550,736

寄附金の精算による返還金の支出 △ 44,989

その他の業務収入 416,750,735

小計 1,974,815,026

国庫納付金の支払額 △ 1,157,959,504

業務活動によるキャッシュ・フロー 816,855,522

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,287,338,541
無形固定資産の取得による支出 △ 28,746,697

敷金・保証金の差入による支出 △ 480,000

施設費による収入 20,196,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,296,369,238

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 8,892,840

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 8,892,840

Ⅳ 資金減少額 △ 488,406,556

Ⅴ 資金期首残高 3,046,891,123

Ⅵ 資金期末残高 2,558,484,567

５　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

＜開発振興勘定＞



（開発振興勘定）　　　　　 （単位：円）

項　　　　　　目

Ⅰ　当期未処分利益 296,037,434

　　　　当期総利益 296,037,434

Ⅱ　利益処分額

　　　　積立金 296,037,434 296,037,434

６　利益の処分に関する書類

金　　　　　　　額



 
 
                                     

開発振興勘定  

７ 注  記  

  

Ⅰ．重要な会計方針  

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注

解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会

計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」

という。）のうち、時価の算定に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を作成しております。 

なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する改訂内容は令和５事業年

度から適用します。 

 

 １． 運営費交付金収益の計上基準  

 業務達成基準を採用しております。なお、管理部門の活動については、原則と

して期間進行基準を採用しております。 

 

２． 減価償却の会計処理方法  

(1)  有形固定資産  

 定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      3 年  ～ 47 年  

工具器具備品    2 年  ～ 15 年  

また、特定の償却資産 (独立行政法人会計基準第 87)に係る減価償却相当額

については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しており

ます。 

 

(2)  無形固定資産  

 定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間 (5

年 )に基づいております。 

 

３． 引当金の計上基準  

(1)  賞与引当金  

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負

担すべき金額を計上しております。なお、役職員の賞与のうち、運営費交付金により

財源措置がなされる場合は、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上して

おります。 

 

(2)  退職給付に係る引当金及び見積額  

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。このうち、運営費交付金により財源措置がな

される見込みである退職一時金については、退職給付引当金と同額を退職給付

引当金見返として計上しております。 



 
 
                                     

４． 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

 未成受託研究  

個別法による低価法によっております。 

  

５． リース取引の処理方法  

(1 )  リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(2)  リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃    

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

 

  ６． 消費税等の会計処理  

税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表関係  

１． その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取得した資

産に係る金額は、10,402,492,670 円であります。 

 

 

Ⅲ．行政コスト計算書関係  

１． 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 12,093,432,224 円  

自己収入等 △3,307,630,562 円  

法人税等及び国庫納付額  -円  

機会費用 52,769,738 円  

独立行政法人の業務運営に関して  

国民の負担に帰せられるコスト 
8,838,571,400 円  

 

２．機会費用の計上方法 

 (1) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した

利率 

10 年利付国債の令和 5 年 3 月末利回りを参考に 0.320%で計算してお

ります。 

(2) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の

計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職

金のうち、 独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、給与規

則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 

 

 



 
 
                                     

Ⅳ．損益計算書関係  

１． 医薬品等研究費には主に以下の費用が含まれます。 

（１） 基盤的技術研究費 

ゲノム科学、たんぱく質科学など急速に進展する基礎研究の成果に基づき 多く

の企業・大学等が新たな医薬品等を開発する際に活用できる共通的・普遍的な技

術の研究事業のために要した費用。 

 

（２） 難病・疾患資源研究費 

医薬品・医療機器の開発に欠かせない遺伝子、細胞、実験動物など研究   現

場で必要とされている生物資源を開発するとともに、様々な生物資源を収集・保全

し、研究現場に安定的に供給するために要した費用。 

 

（３） 研究開発振興費 

 主に投資の回収が困難な希少疾病用医薬品等の研究開発費を企業等に助成

金として交付し、指導、助言等を行うために要した費用、並びに内閣府による科学

技術施策「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP：エスアイピー）」の管理法人と

して、科学技術研究推進事業、およびそれに附帯する業務を行うために要した費

用。 

 

（４） 創薬支援事業費 

アカデミア等の優れた基礎研究の成果を確実に医薬品の実用化につなげること

ができるよう、基礎研究等から医薬品の実用化まで切れ目なく支援するために要し

た費用。 

 

２． 健康・栄養研究費は、国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究並び 

に国民の栄養その他食生活の調査及び研究に要した費用であります。 

 

３． 納付金収入は、希少疾病用医薬品等の研究助成を受けた企業及び医薬品・医療

機器の実用化段階の研究を委託したベンチャー企業等から、製品売上高等に応じて

納付される収入であります。 

 

４． ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△5,574,714 円であり、当該影  

響額を除いた当期総利益は、301,612,148 円です。 

 

 

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書関係  

１．  資 金 の期 末 残 高 の貸 借 対 照 表 科 目 別 の内 訳  

現 金 及 び預 金   2 , 5 5 8 , 4 8 4 , 5 6 7  円  

期 末 残 高 合 計   2 , 5 5 8 , 4 8 4 , 5 6 7  円  

 

２ ．  重要な非資金取引  

寄附の受入による資産の取得          16,877,968 円  



 
 
                                     

Ⅵ．固 定 資 産 （建 物 ・土 地 ）の減 損 について  

該 当 事 項 はありません。  

 

 

Ⅶ．金融商品関係  

１．金融商品の状況に関する事項  

 未収債権等の管理については、会計規程に基づき財政上最も当研究所の利益に

適合するよう管理しております。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項  

現金及び預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額  

に近似することから、注記を省略しております。 

 

 

Ⅷ．退職給付に係る注記  

１．採 用 している退 職 給 付 制 度 の概 要  

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家

公務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。 

非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給して

おり、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 

 

２．確定給付制度  

(1)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表  

期首における退職給付引当金  233,190,910 円  

 退職給付費用  44,520,214 円  

 退職給付の支払額    77,951,193 円  

期末における退職給付引当金  199,759,931 円  

(2)退職給付に関連する損益  

簡便法で計算した退職給付費用  44,520,214 円  

 

 

Ⅸ.重要な債務負担行為  

      該当事項はありません。 

 

 

Ⅹ.重要な後発事象  

該当事項はありません。 


